
中国寧夏の貧困対策と移住開発区の状況39

中国寧夏の貧困対策 と移住開発区の状況

川 崎 高 志

中 国は、90年 代半 ば以降、残 された貧 困

人 口を2000年 まで に解 消す る取 り組み を中

央、地方政府を挙げて進めてきた。具体的に

は1994年 に国務院が制 定 した、2000年 まで

の7年 間 に国内の貧困地域 に存在す る8000

万人の衣食問題を根本的 に解消す る事を国家

の 目標と定めた。

1998年 末 までに残 り4200万 人 まで減 らす

ことがで きたの だが、2000年 末 まで に如何

に して、最 も厳 しい貧困状況 におかれた人び

との問題を解決で きるかが緊急の課題 となっ

ている。

ここでは、中国有数の貧困地域である黄土

高原を南部に含む、寧夏回族 自治区(以 下寧

夏と略)の1998、99年 の貧困問題にっいて

の取 り組み と、各種 の政策の中でも特徴的 な

移住政策の状況 にっいて、現地への訪問調査

の記録と資料に基づいて報告す る。

1998年 の成 果 と99年 の 目標

1998年 に達 成 した内容は、 自治区 の国内

総生産値が228億 元、前年比8.5%増 と順調

な成長を示 した。地方財政収入は17.7億 元、

同11.8%増 、食糧総生産高が29.5億 キ ロ、

同14.9%増 で史上最高の生産量 とな った。

近年 では生産活動で主要 な役割 を果たす よう

になっている郷鎮企業の総生産が110億 元で、

21.1%の 成長を示 した。 自治 区全体 の第 一

次産業 の生産高が49億 元 、9.8%の 増加 と

なり、政府計画より6.3%の 超過 となった。

貧困人 口も、自治区全体で24万4000人 が貧

困線 を超 え、南部の同心、固原 、隆徳、彰陽

の4県 で衣食問題を基本的に解消 した。

この結果 を受け て、1999年 の達成 目標 と し

て、年間経済成長率8-9%、 地方財政収入

18.4億 元以上、 インフ レ率4%以 内、小売

り価格上昇率2%以 内、都市失業率5%以 内、

再就職 率50%以 上 を 目標 に定めた。農業 で

は農 民一人当た り収入 を1850元 以上、6%

増 を実現 し、南部山間部全体 で貧困層の衣食

問題 を基本的に解消させ、同 じに人 口増加率

を14.2%以 内におさめ ると した。

目標実現のための、具体的な対応策と して、

以下 の点を特に重点的に実施すると した。

一 貧困農家各戸への確実な支援 と指導の徹

底。

貧困農家がそれぞれ貧困解消政策による資金

i援助や効果利益を直接受け ることができるよ

うにする。市場経済 に対応 して、栽培業や養
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殖業 などによる副収入で貧困脱 出をはか る。

とうもろ こし、ジャガイモの作付面積 をそれ

ぞれ100万 ムーに拡大 し、でんぷん加工工場

も設置す る。50万 頭の牛 を飼育 し、50万 ムー

の果実林 と、35万 ムーの薬材 と良質 な飼料

の農地を建設す る。

二 重点扶貧 プロジェク ト建設の着実な実施。

扶貧黄河潅概 の第一期工事のうち、8万 ムー

の土地を開発 し、4万 人の貧困人 口の移 民を

実現する。その他世界銀行や寧夏 自治区の貧

困プロジ ェク トなどによ って交通、電力、通

信の三大基礎 プロジ ェク トを推進す る。「水

を興 して干害 を治める」方針 を堅持 して、秋

冬に頻繁に起 る旱魅への対策と して南部 山区

での水利建設 を実行する。

三 広範 な社会動員による貧困解消。

各部門、各地域での貧困対策を引き続 き実施

し、組織管理 を強化 し、ルー トを拡大 して労

働輸出の拡大 をはか る。開発移民村の総合建

設 を勧め る。貧困解消のための専門家を養成

し、農村へ派遣 して農民 に対す る生産や技術

を指導 ・訓練する。国内外の協力をさらに推

し進め、貧困解消の 目標の実現に向けてさら
i)

に努力す る。

1999年 の成 果 と2000年 の 目標

1999年 の成果 と しては、全年の 国内総生

産は242億 元で、前年比8.7%と な り、地方

財政収入 は18.8億 元 で、1.1億 元の増加。

農業総生産高は48.5億 元 、3.8%の 増加 で、

食糧総 生産は29.3億 キ ロと横 ばいで あ った

が、このうち牧畜業が大幅に伸 び、総生産額

の28%に 達 した。また貧 困 ・環境対策 と し

ての植林の総面積 が63万 ムー と、66.7%の

増加 をみせた。郷鎮企業の総生産 も引 き続 き

活発 な伸 びを見せ133.7億 元、20.6%の 増

加 とな った。 この ほか社 会固定資産投 資が

130億 元で、19.8%の 増加。 さ らに中国で も

注 目され ている通信分野の成長 も目覚 しく、

電話敷設10万 戸 、移動電話6万 戸、電話普

及率は12.6%に 達 した。これ らの成果によっ

て寧夏では、中国西北地域で進めている行政

村における電話通信建設 を基本的に実現す る

ことができたのである。

第九次五 ヶ年計画の最終年であ り、貧困解

消のための最終年で もあ る2000年 の達成 目

標 は、新た な国家プロジ ェク トである 「西部

大開発」の始 まりの年と して、計画 目標 の実

現と21世 紀 の経済発展の基礎 を創 る一年 と

す る事 を定めた。

その具体的 目標 は、国内総生産成長率8-

9%、 社会固定資産投資が150億 元で、14.5

%増 。地方財政収入が19.5億 元、10%増 。

都市住民の一人 当 り平均収入 を4860元 、農

民の一人 当り純収入を1900元 に上昇す る こ

とを目指す と した。南部山区の扶貧成果をさ

らに確実に して、区内の大 中型国有企業が経

済的苦境か ら抜 け出す ようにす る。都市失業

率 を5%以 内 に抑 え 、人 口自然増 加 率 を

15.05%以 内に抑え る事 も合わせ て 目標 と し
2)

た 。

南部地区の貧困解消状況

寧夏南部の西海 固地 区は、1983年 か ら国

家 レベルの扶貧開発建設 「三西」 プロジェク

ト対象地区の指定を受け、国家か らの資金が



投下 され て、開発、開放型の扶貧政策を進め

てきた。その内容は、生態環境 と基本的生産

条件の改善、産業構造 の調整、対外開放の拡

大、計画出産活動の強化、移民基地 と扶貧開

発区の設置など総合的な政策 を進めてきた。

17年 間の成果 と しては、130以 上の水利建

設事業を実施 し、揚水潅概面積が72.8万 ムー

に達 し、339,5万 ムーの農地を開墾修理 した。

この結果、食糧生産量は1982年 の1億4800

万 キ ロか ら8億4400万 キロ、一人あた り平

均食糧 は88キ ロか ら385キ ロに向上 し、農

民一人あた り平均純収入は126元 か ら1053

元へ と上昇 した。 この結果貧困率は70%か

ら12.9%ま で低 下 し、 貧 困人 口は139万

8000人 か ら27万9000人 まで減少 した。寧夏

南部 の5県 が衣食(温 飽)問 題を基本的 に解

決す るという 目標 を実現 している。

そ して 「三西」地区の一部である寧夏の西

海固地区のうち、残された三県、西吉、海原、

淫源 が、1999年 度 に、 国家 の定 め る 「温 飽

(衣食)問 題 の基本的解決」 の規定人数 を超

えたことが明 らかになった。 これによって寧

夏南部の全地域は絶対的貧困の基本的解消を

目標 より一年早 く実現 したことになり、農民

の一人 あた り平均年収は970元 を超えたので

ある。

西海 固地 区は、1994年 には貧困人 口が 自

治区人口の三分の一を占めていた。その後、

自治区、各級の党 、政府 などが、貧困解消の

ためのさまざまな対策を講 じてきた。

具体的には、第一 には新技術を用いてとう

もろこし、ジ ャガイモの作付け面積 と生産量

を大幅に増加させ 、農家の消費分のほか、か

なりの量を市場や加工工場へ転売す ることが
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できた。昨年はジャガイモだけで農家一戸平

均4,500元 の収入が得 られた。

第二 には、市場のニーズに応 じて生産調整

を進め、豆類や果実、食糧油、漢方薬材等の

栽培量が増加 し、農家の収入 を引き上げた。

第三には、扶貧資金 の貸付 によ って養殖業

を発展 させ、農家も各戸牛を1、2頭 、羊を

5～10頭 、豚 を3～5頭 、そのほか鶏や 兎

などを飼育 し販売 し副収入を得た。

第四には、大規模 な労働輸 出(出 稼 ぎ)を

勧め、南部の農村か ら北京や、福建な どの経

済の発展 した地域へ毎年約60万 人 の労働者

を派遣 し、昨年 は一 人当た りの平 均収入 は

326元 に達 した。

これ らの成果 によって、西海 固地区の貧困

人 口は毎年大幅に減少 し、固原、彰陽、隆徳、

塩池 、同心 の5県 は、1997、8年 に相次 いで

一人あた りの食料 と収入が国家の定め る基準

をク リア し、残 りの3県 も99年 に 目標を達

成 したのである。

統計によれば、全地区で障害等により生活

の保 護を受ける、残 された貧困人 口は20万
3)

9000人 となっている。

寧夏での扶貧政策の実践で得 られた経験は、

およそ以下 の6点 が挙げ られている。

一 扶貧開発を全体の改革、発展、安定を結

びつけ、貧困の解消 と経済発展 という自治区

全体の経済社会の発展計画とをバランス良く

実行 してい く。

二 市場経済のニーズに合うように、従来の

救済型から開発型の扶貧政策へ と転換 させる。

それ によって農民 自身の 自立や発展 を促 して

い く。

三 旱越対策による扶貧を進 めて、水対策 を
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最優先に しなが ら、経済、生態系、社会等へ

の効果 と リンクさせ る。

四 地理的 な境界を無 くして、大規模な移住

政策を展開す る。

五 貧困村 と貧困戸を主 な対象 として、確実

な貧困の解消 を進め る。

六 党 と政府が一丸 となって貧困解消を実現

す るための責任制 を実施 して、社会全体で貧
4)

困解消の協 力をおこなってい く。

一方で、依然 として存在す る不安定要因 と

して以下の点が指摘されている。

一 寧夏南部の5万2000戸 、27万9000人 の

貧困人口の解決。2000年 は19万6000人 が解

決 の 目標 となる。その他 の8万3000人 余 り

は民生部門による救済保護の対象とする。

二 貧困線をかろう じてクリア した人hも 、

かなり低い生活 レベルにあ り、新た な自然災

害 の発生があれば、簡単に貧困状態に戻 って

しまう。

したが って、依然 として貧困ラインを脱 し

た農民に対 しても、引き続 き彼 らの生活 を向

上 させ るための措置や指導を続けなければな

らない。

そのうえで、2000年 の主 な具体的措置 と

して、以下 の5点 を 目標 としている。

一 自治区全体 で357ヶ 所の貧困村 を対象に

して、人力、財力、物力を投入 して貧困に

対す る 「壊滅戦」を展開す る。衣食 問題す

でに解決 した各県もその成果を確実にする

ため にも、貧困の逆戻 りが起 らない様 に対

策を講 じる。

二 農業分野で以下 の 「温飽工程」を実施 し

て、収入増をはかる。

(1)特 にとうもろこ しとジャガイモの栽

培を増加す る。

(2)収 入効果が期待できる植林業や養殖

業を推進す る。

(3)労 働輸 出(出 稼 ぎ)を 進め 、50万

人、6億 元以上の収入 を確保す る。

三 移住政策 などによる、貧困地 区の生産条

件を改善す る。

(1)黄 河楊水%;工 程と して、8万 ムー

の土地開発 を行い、4万 人の移民を行

う。特 に紅寺塗地区 は今後5年 で75

万 ムー の土地 を開発 し、40万 人 の移

住を進め る。

(2)人 間と家畜の飲料水問題解決を解決

す る 「生命工程」を実施す る。 これは

旱魑発生年 に50万 人余 り、平常年 で

も20万 人の飲料水 を確保す る計画で、

5年 間で完成 させ る。

(3)基 本農地 の建設 を進 め る。今年 は

40万 ムーの農地 を整備 し、一人 あた

り平均3ム ーの基本 目標を実現す る。

(4)井 戸 ・水甕の整備。今年 は3万 個の

井戸 ・水甕を設置す る。

(5)交 通、電力、通信 、ラジオ ・テ レビ

放送 の整備・

四 自治区全体での活動の展開。97、98年 に

は 自治区で828ヶ 所 の扶貧単位に毎年2600

人余 りの幹部 を派遣 し、総額で4000万 元

を超える資金 と物資を供給 し良好 な成果を

えた。 これをふ まえて明年 まで引き続 き、

幹部の派遣をお こなう。

五 扶貧攻撃戦 の成果の維持 に努力 し、大規

模 な貧困への逆戻 りを効果的に防止す る。

今年末までに、南部8県 の衣食問題 を全面

的に解決 させ、 さらに災害 などによる逆 も



どりが起 らない レベルにまで上昇させ る。

このため特 に各県の書記 と県長のさ らなる
5)

努 力と自覚を求める。

寧夏における移住政策の展開

寧夏では、1983年 に南部 山間部 が国家の

貧困地区と しての認定を受け、貧困扶助の対

象 とな ってか ら、この地域 の農民の一部を黄

河流域の潅概区へ移住 させ 、耕地開発と住居

や畑の整備 を進めてきた。1998年 末まで に、

自治区全体で移民基地21ヶ 所 、25万 人の移民

を進め、41.3万 ムーの土地 と、7万 ムーの造

成林を整備 し、すでに約8割 の農家の一人当

り平均純収入が1000元 を超 えている。

ここ数年 は、寧夏における扶貧政策は新た

な段階へ と移行 し、基本的 な生産条件はすで

に改善を見せ 、井戸や水がめの設置などの旱

越対策はほぼ完遂 し、地面 を ビニールカバー

で覆 ってとうもろこ しを栽培するプロジ ェク

トが広 く展開 され、食糧の豊作に結びっ いて

いる。扶貧開発の次の課題は科学技術 と知的

開発 の分野へ と移 っている。

南部山間部のさ らなる貧困解決のために、

国家 と自治区政府は1996年 に より大規模 な

開発型扶貧移民プロジェク トの実施を始めた。

この計画では、200万 ムーの土地を開発 し、

100万 人の貧困を解決す るために、30億 元の

資金 を投入 し、6年 前後で完成させると して
s>

い る 。
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新たな扶貧開発区の設置 と建設

寧夏南部 の貧困問題を解決す るために、自

治区政府はあ らた に黄河に近い中部河川地区

で、土地 と水資源が利用可能 な場所を扶貧開

発区 と定めた。その地域 として、同心県の北

部 の紅寺塗地区と、固原 と海原の両県にまた

が る潅概区 を設定 し、30億 元を投資 して、

水利 、電気、通信、農地、移住 の5大 開発プ

ロジェク トの実施を開姶 した。この開発によっ

て、合計130万 ムーの土地に、 コンク リー ト

工場、変電所 、水道施設 、潅概設備 を備えた

16の 鎮、123の 中心村 を建設 し、南部の山間

部か ら貧困状態の厳 しい農民67万5000人 を

無事移住させ るとい うものである。

そ して移住によ って、まず3年 のうちに彼

らの衣食問題を解決 し、一人当り食糧生産が

300キ ロ、収入が500元 を超えるよう目指す。

そ して4年 目以降 は食糧が400キ ロ、収入が

1200元 を超 え る様 にす る。 これ を端的 にま

とめて、「3年 温飽(衣 食解決)、5年 貧困脱
7)

出、10年 富裕 に到る」との 目標を定めた。

紅寺塗開発区の概況

紅寺墨開発区は寧夏の中央部、中寧、同心、

呉忠、霊武の4県 に接す る、総面積約132万

ムーの羅山のふ もとに位 置す る扇状平原と、

苦水河流域 の平原か ら構成 され てい る。 しか

し長年 にわた る少雨旱魑のため、人が住 まな

くなり、寧夏経済 の空白地区となっていた。

地形は平坦で、地質は比較的よ く、 日照量 も

多い。昼夜の温度差 は大き く、山間部 と河川

部の境 目に位 置 している。 ここに75万 ムー
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の開発区を建設 し、南部山間部の同心、海原 、

西吉、 固原 、彰陽、隆徳 、淫源の7県 か ら

40万 人の移住 を進め る。

開発区はそれ ぞれ14の 鎮 と100の 行政村

に区画され、98年7月 か ら建設が始 ま りこ

れ まで210万 ムーの土地、農業用水路358キ

ロ、農村 道路202キ ロを完成 させ 、99年 ま

で に約5万 人が移住をす ませ、これに周辺の

同心県の郷鎮 を開発区に吸収 し、人 口10万

人の地区に拡大 している。 このうち農業人 口

は9万8900人 で、ほ とん どが農民で ある。

また回族 の人 口は約6万 人 を占めている。

移民 の生 活 を保障す るため に、 自治区は

98年12月 に紅寺塗開発区工 作委員会、管 理

委員会を発足 させた。両委員会のメンバーは

重複 してお り、共同で作業を進め、管理委員

会は県 レベルの人民政府の職能を有 してお り、

下部機 関に経済発展局、社会事業局、民政局、

国土資源局、公安局、事務局 などを有 してい
8)

る。

紅寺墜開発区は建設規模が大きく、移住 の

人 口も多 く、 これ まで寧夏で行われた移 民開

発よ り遥かに大規模で、 しかも都市部か ら離

れ、周辺の さまざまな条件 も劣 っている。 こ

のため、開発区に どのように して短期間 に経

羅山のふもとに建設中の移住村

済発展のための重点ポイ ン トを設置す るかが、

移住政策の円滑な実施とともに大変重要 となっ

て くる。 したが って、これ までの各地の移住

開発の経験 を参考 に、開発区内の幹線道路を

軸に して、総合的 な中心城鎮の建設を進めて、

政治、経済、文化、技術、情報な どのさまざ

まな要素を集積す る地域経済圏の創出を目指

している。

移民の選抜と安全な移住

移住の実施 にあた っては、 自治区に全体を

統括する指導小組 を設置 し、各年度の具体的

な計画 と移住戸数 を策定 して各県に通達する。

各県はそれ をもとに計画を作成 し、指導小組

の批准 を受 けた後、実施に移 ることに してい

る。それは、各県や農民それぞれが勝手に移

民を行 ったり、各県か らの移住を姶める前に、

開発区のインフラや土地の整備 を着実 に進め

るための配慮である。

移民選定の条件は、高地、寒冷地 、人 口密

度が多 く耕地の少ない山間部や降雨量が少 な

く人間と家畜の飲料水が困難であ った り、交

通が きわめて不便である、平均年収が5∞ 元

以下であ る、 などそのままの土地 にいても貧

困か らの脱出は望めない人びとである。 また、

政府 の政策によ って植林や牧畜へのふ りかえ

に指定 された りダム建設地域に指定され た り

した農家も対象 とされ る。 またごくわずかで

あるが、開発区の経済発展に役立ち、移住農

民の中で指導的、模範的役割 を果たす ことを

期待 して、 ごく少数の貧困状態にはない比較

的豊かなグループを含んでもよいが、貧困農

家は全体の70%を 下回 っては ならないと規



定 している。

また、移 民は貧 しいけれ ども、紅寺墜では

開発 と建設の主体者 となるために、ただ貧困

か ら抜 け出 したいという消極的意識の持 ち主

ではな く、積極 的に建設 にかかわ る、「山間

部の人間、年齢が若 く、働 き者で、一定の文

化 レベルをもち、法を遵守 し、計画出産を守

る」 という6項 目の指標 を提示 している。 そ

のうえで、「一年で移住 し、二年 で定住 し、

三年で衣食問題を解決 し、五年で貧困を抜 け

出 し豊かになる」 ことを移住の 目標に掲げて
9)

い る 。

開発区建設の課題と問題点

2000年 春に現地 を視察 した状況を含めて、

紅寺倦開発区の現状と課題 にっいて考えてみ

たい。

まず開発 区の建設は大規模 に進 められてい

る。特 に上述 したが、新たな中心地 とす るた

めの県城の建設が進め られていた。そ こでは

まず、インフラの整備が行われている。道路 、

水路 、水道、役所、学校 、病 院、商店街等 の

建設が進め られ、建築物はコンク リー トです

でに外観は完成 している。役所ではすでにス
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タ ッフが働 いてお り、学校や病院では本年9

月か らの使用を始め られ るよう準備が進め ら

れ ていた。道路は他の開発区と同様、未舗装

だが当面やむをえないと思われ る。

行政村は各県 ごとに、たとえば固原村 、海

原村等の建設が進め られ ている。各県の山間

部や貧困地区の村 ごと移住する場合が多いの

で、新たな開発区の村でも住民同志 は気心の

知れた間柄であるのは、互いに励 ましあ って

暮 らしてい くのには心強いと思われ る。

一方で
、移住後は各農家の努力や働 き具合

によって、収入に格差が 出て くるのは当然の

ことである。これ までの貧困地区では、等 し

く貧 しか ったのが、横並びでな くな っていく

状況 に、共同体の中での摩擦が生 じた とき、

いかに対処す るかが課題のひとっと思われ る。

っ ぎに、それ までの山間部の農村か ら移住

して、いかに して平野部の県城 を作 りなが ら

新たなコ ミュニテ ィーを形成 してい くか も重

要 な課題であろう。当面は、国家や 自治区か

らの援助 によって、引き続き農業 を基盤 とす

る第一次産業 を定着 させ 、第二、三次産業の

育成を図 ってい くであろうが、余剰労働力を

効果的に他の産業や、労働輸 出に振 り向けて

現金収入を確保 してい くことが、他 の貧困開

発区と同様大変重要になってこよう。

自治 区の統計 に よれ ば、99年 末で寧夏 に

おけ る貧困人口は基本的 に解消されたとされ

る。だが、紅寺塗開発区への移住 はまだ4分

の1が 実 現 しただ けで、今後40万 まで増加

することが予定 され ている。 したが って、貧

困状況は脱 しっっ も、そ こか らの経済発展が

容易で ない地域が南部 の山間部 には多 く存在

し、移民による経済収入の好転が望 まれてい
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る、と考え ることもで きる。

今後人 口が急増 してい く中で、学校や病院

などが不足す る状況 も大 いに考え られる。実

際われわれが訪問 した時点で、女性のうち出

産適齢人 口が35%、5歳 以下の人 口が全体

の4分 の1以 上 も居住 している。また地理的

に周囲か ら独立 してい るため、45キ ロ以 内

に県市 レベルの病院は存在 しない。現状では

妊産婦や新生児の死亡率は 自治区平均 よ りも

か なり高 くなっている。 したが って人 口の抑

制策 とともに、出産 。育児教育や基礎教育の
10)

普及に向けて一層の努力が必要である。

追記 本稿は、宋慶齢 日本基金会の寧夏教育

支援による現地調査に基づくものであ

る。当会は中国宋慶齢基金会を通 じて

寧夏の小学 ・中学 ・師範学校に対 して、

奨学金等の各種教育援助をおこなって

きた。
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